
（単位：千円　端数未調整）
資　産　の　部

科目 本年度末 前年度末 増減
固　定　資　産 176,221,241 164,035,571 12,185,670
（有形固定資産） 142,218,554 137,097,968 5,120,586
土 地 31,067,187 31,147,239 △ 80,052
建 物 80,649,049 75,523,253 5,125,795
構 築 物 4,091,850 3,367,302 724,548
教育研究用機器備品 15,824,936 13,474,291 2,350,645
管 理 用 機 器 備 品 569,880 569,256 624
図 書 9,367,237 9,330,905 36,331
車 輌 42,513 34,177 8,336
建 設 仮 勘 定 605,904 3,651,545 △ 3,045,641

（特定資産） 32,660,845 25,584,115 7,076,730
学部増設等引当特定資産 128,319 128,319 0
校舎等建設引当特定資産 420,000 360,000 60,000
学術研究引当特定資産 1,000,000 1,000,000 0
退職給与引当特定資産 9,389,000 7,539,000 1,850,000
減価償却引当特定資産 8,800,000 7,430,000 1,370,000
第2号基本金引当特定資産 500,000 400,000 100,000
第3号基本金引当特定資産 3,500,000 3,800,000 △ 300,000
その他の引当特定資産 8,923,526 4,926,796 3,996,730

（その他の固定資産） 1,341,842 1,353,489 △ 11,647
借 地 権 9,012 9,012 0
電 話 加 入 権 18,364 18,364 0
施 設 利 用 権 19,178 20,053 △ 875
温 泉 利 用 権 462 504 △ 42
建物等賃貸借差入保証金 143,246 143,246 0
長 期 貸 付 金 150 560 △ 410
奨 学 貸 付 金 560,757 556,498 4,259
有 価 証 券 123,000 123,000 0
長 期 預 け 金 20,070 20,070 0
教育研究用ソフトウェア 330,921 292,899 38,023
管理用ソフトウェア 116,682 169,283 △ 52,602
流　動　資　産 59,182,342 56,944,345 2,237,997
現 金 預 金 34,220,237 35,069,320 △ 849,083
未 収 入 金 22,344,595 19,243,549 3,101,045
貯 蔵 品 685,654 638,055 47,598
前 払 金 2,090,862 2,137,346 △ 46,484
仮 払 金 29,941 26,202 3,739
徴 収 不 能 引 当 金 △ 188,948 △ 170,129 △ 18,819
資産の部合計 235,403,583 220,979,916 14,423,667

負　債　の　部
科目 本年度末 前年度末 増減

固　定　負　債 37,884,843 36,384,948 1,499,894
長 期 借 入 金 9,496,120 9,783,200 △ 287,080
長 期 未 払 金 5,593,429 3,573,296 2,020,133
長 期 預 り 金 10,000 10,000 0
退 職 給 与 引 当 金 22,785,294 23,018,452 △ 233,158
流　動　負　債 23,410,777 20,805,852 2,604,925
返済期限が1年以内の長期借入金 1,787,080 1,635,830 151,250
未 払 金 16,297,736 13,780,275 2,517,461
前 受 金 3,621,471 3,744,264 △ 122,793
預 り 金 1,649,433 1,588,567 60,866
修 学 旅行費預り金 7,505 7,103 402
仮 受 金 47,553 49,813 △ 2,260
負債の部合計 61,295,620 57,190,801 4,104,820

純　資　産　の　部
科目 本年度末 前年度末 増減

基　本　金 289,211,216 282,169,563 7,041,653
第 1 号 基 本 金 276,789,716 269,741,263 7,048,453
第 2 号 基 本 金 500,000 400,000 100,000
第 3 号 基 本 金 3,500,000 3,800,000 △ 300,000
第 4 号 基 本 金 8,421,500 8,228,300 193,200
繰越収支差額 △115,103,253 △ 118,380,448 3,277,195
翌年度繰越収支差額 △115,103,253 △ 118,380,448 3,277,195
純資産の部合計 174,107,963 163,789,115 10,318,847
負債及び純資産の部合計 235,403,583 220,979,916 14,423,667

注記
1 ．重要な会計方針
　⑴引当金の計上基準
　　①徴収不能引当金
　　　 未収入金（医療未収入金）に対して、過去の実績率により計

上している。
　　②退職給与引当金
　　　 大学については、教員・職員の退職金支出に備えるため、退

職金の期末要支給額の 100％を基にして、私立大学退職金財
団に対する掛金の累積額と交付金等の累積額を調整加減した
金額を計上している。

　　　 中学・高等学校については、教員・職員の退職金支出に備え
るため、退職金の期末要支給額の 100％を基にして、私学退
職金団体から受ける交付金相当額を調整加減した金額を計上
している。

　⑵その他の重要な会計方針
　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　 平成 28 年度以降取得の満期保有目的有価証券の評価基準は償

却原価法である。
 （右段へ続く →）

　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　最終仕入原価法に基づく原価法である。
2．重要な会計方針の変更等
　　　令和 4年度における変更はない。
3．減価償却額の累計額の合計額 149,668,831 千円
4．徴収不能引当金の合計額（医療未収入金） 188,948 千円
5．担保に供されている資産の種類及び額
　　　　　　　　　　　　土　地 289,754 千円
　　　　　　　　　　　　建　物 1,694,346 千円
　　　　　　　　　　　　　計 1,984,100 千円
6． 翌会計年度以後の会計年度において基本金
への組入れを行うこととなる金額 16,533,034 千円

7． 当該会計年度の末日において第 4号基本金に相当する資金を有
していない場合のその旨と対策

　　　第 4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。
8．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
　⑴有価証券の時価情報（時価があるもの）
　　保有額　14,619,699 千円　　　時価 14,434,940 千円
　　評価益　△ 184,759 千円
　⑵～⑷ 出資会社に係る事項、偶発債務、リース取引に関する注記

等は省略。
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